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 日本共産党名古屋市会議員団を代表して、一般会計予算案に反対の立場で討

論します。 

「景気がよくなったというけれど、実感がない」これが市民の声のではないで

しょうか。働く人の実質賃金が減り、各家庭の実質消費支出も減りました。と

ころが、安倍内閣は、新年度予算で、生活保護基準をさらに下げるとしていま

す。 

こうした国の悪政の防波堤となり、人口減少に歯止めをかける予算編成が求

められているにもかかわらず、逆に、さらに暮らしを厳しくする予算案になっ

ており、以下、予算案の反対理由を具体的に述べます。 

第1に、介護保険料の基準額で年間約6000円の値上げが提案されています。

65歳以上の年金生活者にとって、年金が下がる一方で、この値上げは重すぎま

す。負担増を止めるために、私たちは、一般会計から負担金をもとめています

が、「考えていない」という回答です。制度としてできないわけでなく、負担増

を止めて高齢者の生活を守るべきです。 

第2に、市長が「目下最大の行政課題ととらえるのは子どもと親への総合支

援です。」と言いながら、待機児童がいるのに公立保育園は廃止を続ける理由は

ありません。若宮商業廃止の見直しのように、子ども、親、地域から存続の声

がある公立幼稚園の廃止は見直すべきです。知の拠点の一層の充実が求められ

ているのに図書館機能の縮小というなごやアクティブライブラリー構想も見直

すべきです。少子化を克服して子どもたちが喜ぶ施策にすべきです。 

第3に、民間移管や民間委託などの目的は人件費削減にある、という点です。。

公立保育園の廃止とともに保育園を確保するため民間移管といいますが、運営

費削減＝人件費削減を行うのが目的となっています。小学校給食民間委託につ

いて、食の安全、食育から5校への委託化に批判があったのにさらに7校拡大

です。これも人件費削減です。生涯学習センター５館の指定管理者制度導入で

すべての生涯学習センターの制度導入となります。地域の社会教育の拠点とし

て大切な施設を民間に委託するのも人件費削減です。それぞれの施設の目的を



発揮するための行政責任を放棄するのみならず、低賃金労働者、非正規労働を

増やすものになっています。 

第4に、大企業や大金持ち優遇の市民税減税を進めていることです。新年度

約121億円の税収不足をつくって、市職員削減や費用削減で市民サービスはま

すます後退です。今回、再来年度以降法人市民税減税は廃止する提案がなされ

ました。この提案は評価します。が、廃止による税金の増収分は、市民生活向

上に使うべきです。さらに個人市民税も廃止することを求めます。 

第5に、このように市民サービスをさらに削減する一方で、大型開発推進で

す。公共施設の目的、市民にとっての必要性、財政のあり方など市民に説明を

すべきであるにもかかわらず、市民合意もなく、強引に大型開発を進めようと

しています。 

一つは、リニア開業を前提にした名古屋駅周辺開発です。リニア建設を巡っ

て大手ゼネコンによる談合事件、ＪＲ東海自身の問題も報道されています。名

古屋市は、全国新幹線鉄道整備法に基づいてＪＲ東海に協力し、外郭団体のま

ちづくり公社が用地買収しています。名古屋市として、談合事件の全容が明ら

かになるまで工事を中止するよう、ＪＲ東海に求めることが先決です。 

リニア開業を前提に推進されている名古屋駅ターミナル機能の強化は、乗り

換えをわかりやすくし、バリアフリー化を図ることは必要です。問題は想定さ

れる巨額の事業費について、関係事業者に応分の負担を求める姿勢が弱く、本

市の過大な財政負担が懸念されます。 

駅周辺開発では、笹島交差点南からささしまライブ地区への巨大地下通路整

備も問題です。名古屋は、地下街が多く、地上の賑わいが見えません。賑わい

は、地上の人がいてこそ意味があります。日本共産党は、歩道を拡幅し、地下

通路の必要性はないと指摘してきました。今、出入り口協議は難航しており、

着工のめどが立たない事態になっています。ここまで遅れたのですから地下通

路の整備は凍結し、歩行者アクセスの改善は、歩道の拡幅などによって図るべ

きです。河村市長も、「地下道に人を歩かせるより地上を歩いたほうがいい」と

ここでは私の意見と同じ報道がされています。 



二つは、国際展示場のさらなる建設のための検討です。中止すべきです。空

見地区への国際展示場建設について、私たちは、全国的に国際展示場建設ラッ

シュで、何のために必要なのかを考えればもう建設の必要はないと主張してき

ました。ところが、予算案で、河村市長はさらなる国際展示場の場所を求めて

検討するための予算を計上しました。しかし、昨年 3 月 15 日経済水道委員会

で表明された「愛知県の認識」で、「県としては、空見地区での展示場構想は、

事業可能性がなく、具体化できないと考えている。したがって、賛同すること

はできない。」として愛知県は反対を表明しています。しかし、予算は採択され、

事務方の折衝要請が始まりました。が、昨年9月までの段階でも折衝困難でし

た。もう、この段階で市長の姿勢が問われているのに、その後話し合いがない

まま、今年1月河村市長が知事に電話を掛けたようです。その結果は、愛知県

知事から市長に昨年と同一内容の回答があったと市は答弁しました。できない

と言っていることを進めると言うのですから、相当の熱意で事に当たらなけれ

ばならないのに、これはどういうことでしょう。わたしは、昨年この論議に参

加してきましたが、何のために長時間論議をしたのでしょうか。1 年間全くこ

とは進んでいないではありませんか。ここには河村市長の熱意も、展示場の必

要も見えてきません。はっきりとこれ以上の国際展示場建設は断念、とすべき

です。 

三つは、2022年名古屋城天守閣木造化です。一般会計の貸付金も使って進め

ています。１点目が、重度の障がい者の方のバリアフリー実現のための調査を

進めるという点です。しかし、利用する重量のある車いすを昇降できるのはエ

レベーターしかありません。建築基準法上、「原形を再現する建築物」しか木造

復元は認められません。河村市長が「史実に忠実な木造化」にこだわり、「エレ

ベーター」という語を発言しないのはこの点にあるのでしょう。しかし、障が

い者の皆さんはエレベーター設置を強く要望されています。エレベーター設置

という方針を示さなければ、障がい者の皆さんなどの理解は得られないでしょ

う。しかし、市長にとっては、公約を裏切ることになってしまう。バリアフリ

ー問題が深刻な矛盾をきたしています。 



２点目に石垣です。特別史跡の「本物」である石垣の調査を慎重に進め、い

かに保存するか、補修が必要であればどうするか、が問われています。有識者

が、天守周辺の石垣調査を問題にしています。さらに、天守内部の調査となれ

ばさらに問題点が出てくる可能性が大きくある、と言われています。「あわてる

な」、しっかりと石垣調査を学芸員体制充実の中で行うべきなのに、木造復元計

画を急ぐ実施設計予算を提案しています。 

3 点目に、木造化を急ぎ、現天守閣の収蔵品をどうするのか最終的な見通し

もないまま進めている点です。天守閣の5月7日の閉鎖を決め、今回、木造化

のための木材調達予算まで提案しました。しかし、現在収蔵されているものを

今後どう陳列するのか、検討がされるというだけです。金シャチ横丁の一角に

収蔵庫を検討するという案もあるようですが、文化財保存、陳列に対する姿勢

に疑問があります。学芸員など専門家の意見をよく聞くべきです。 

４点目に、建設費を入場料で賄うという点です。河村市長は、「木造化は、入

場料で賄い、税金投入はしない」と断言して事業が始まりました。昨年、基本

協定が結ばれた後で遅ればせながら民間コンサルタントに入場者調査を委託し、

審議の中で、結果を明らかにしました。50年間、346万人は続くという数字で

す。昨年度192万人の入場者で、7億46百万円の入場料収入です。これを346

万人で計算すると建設費などを入場料で賄うことはできません。市は、入場料

を変更するから、赤字にならない入場者数だと回答しました。さらに、入場者

数が予定に行かない場合でも指定管理者制度等を導入して、収支が図られると

いいます。内容は、職員人件費を削減する案です。どちらも、河村市長発言を

前提にしているから無理をしている数字としか思えません。税金投入となれば、

市民サービス削減です。市民に負担をかけないという公約違反となります。税

金投入をしないとしても、人件費削減で施設運営での行政責任を果たせません。

誤った発言を前提に進めるのでなく、無理な計画はしっかりと見直し 50 年、

100年先の見通しを持った施設にすることです。 

急いで木造化でなく、現天守閣の耐震補強、老朽化補強を行い、内部エレベ

ーターを7階展望室まで昇るように改修する。学芸員の充実で内部の博物館機



能を充実し、名古屋城へ行けば、名古屋の歴史、未来、名所がわかる情報発信

施設にすれば、障がい者の方の声も満たし、市民サービス削減もなく、魅力あ

る名古屋城は実現可能ではないでしょうか。 

以上、主な反対理由を述べてきました。 

一方、予算案では、敬老パスの上飯田連絡線利用拡大が前進しました。市営

交通以外への利用の第一歩です。高齢者の社会参加を進めるため、さらなる拡

充を求めます。この対象交通機関の拡大に向けては「財源として利用限度額も

検討する」「一日平均13回、百万円も使う人がいる」といった議論があり、マ

スコミでも上限設定の検討が報じられました。しかし、敬老パスはたくさん使

っていただいてこそ健康増進や社会参加などその効果が発揮できます。利用を

抑えてしまっては本末転倒です。 

先ほど私たちは、予算の組み替え案を提案し、国の悪政の下でも市民の暮ら

しを守り、少子化に歯止めをかけるための提案を行いました。市民税減税を廃

止、不要不急の大型開発事業を見直せば暮らしの財源は確保することができま

す。組み替え案のうち、特にその一つは、介護保険料の値上げを抑えるために

一般会計からの負担を提案（34億円）しています。制度として、一般会計から

補てんすることは禁止されていません。市民生活を守るために市として「考え

て」介護保険料の値上げを抑えます。二つは、小学校給食の無償化（42 億円）

で子どもたちの食を守ります。三つは、18 歳までの医療費無料化（15 億円）

です。子どもたちの成長、そして、貧困と格差を解消する大切な施策です。 

国の悪政で市民生活が直接痛みつけられるだけでなく、名古屋市への財源な

どを使っての圧力で間接的に市民の痛みも出てきます。少子高齢化、人口減少

はボディブローで影響します。名古屋市自ら目標をもって10年、20年、50年

先をにらんで、新年度予算を編成することを求めて討論を終わります。 

（4,416 字） 


